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③ 大阪湾ベイエリアにおける国際港湾・空港の物流動向 

ア. 大阪港・神戸港の輸出入コンテナ貨物量 

●大阪港は特に輸入貨物が大幅増加、輸出も増加基調 

大阪港については、特に輸入貨物が増加しており、輸出についても輸入ほどで

はないが増加している。 
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（資料）大阪市港湾局「外貿コンテナ取扱量・個数年次表」より作成 

図２－１６ 大阪港の輸出入コンテナ貨物個数の推移 

 

●神戸港は 2002～2003 年以降輸出入とも微増に転換 

神戸港では、2000 年から 2年間ほど減少傾向にあったが、輸出では 2002 年以

降、輸入でも 2003 年以降微増に転じている。輸出入バランスについては、大阪

港に比べると同レベルの水準で推移している。 
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（資料）神戸市統計書「外貿コンテナ取り扱い数量及びコンテナ取扱個数」より作成 

図２－１７ 神戸港の輸出入コンテナ貨物個数の推移 
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イ. 大阪港・神戸港の輸出取扱量 

神戸港は大阪港に比べ輸出取扱量が多く、生産地構成比に占める近畿、輸出先

構成比に占めるアジアの割合が小さい。 

 

 

 
（資料）財務省「輸出入貨物の物流動向調査結果」（平成 19 年 9月調査の結果）より抜粋 

図２－１８ 大阪港・神戸港の輸出状況-1/2 
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（資料）財務省「輸出入貨物の物流動向調査結果」（平成 19 年 9月調査の結果）より作成 

図２－１９ 大阪港・神戸港の輸出状況-2/2 
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ウ. 大阪港・神戸港の輸入取扱量 

神戸港は大阪港に比べ輸入取扱量が多く、消費地構成比に占める近畿、輸入元

構成比に占めるアジアの割合が小さい。 

 

 

 
（資料）財務省「輸出入貨物の物流動向調査結果」（平成 19 年 9月調査の結果）より抜粋 

図２－２０ 大阪港・神戸港の輸入状況-1/2 
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（資料）財務省「輸出入貨物の物流動向調査結果」（平成 19 年 9月調査の結果）より作成 

図２－２１ 大阪港・神戸港の輸入状況-2/2 
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エ. 関西国際空港の輸出入取扱量 

●関西国際空港では西日本・アジアの発着貨物の取扱が多い 

関西国際空港は、輸出入とも近畿をはじめ西日本を生産地・消費地とする貨物

が多い。輸出先・輸入元は、アジアが主な地域となっている。 

 

 
（資料）財務省「輸出入貨物の物流動向調査結果」（平成 19 年 9月調査の結果）より抜粋 

図２－２２ 関西国際空港の輸出入状況-1/2 

 



 42

97.1

379.3

118.1

51.7
52.4

0

100

200

300

400

500

600

700

800

重量

関東 中部

近畿 中国・四国

九州・沖縄 その他

（千MT）

412.2

108.3

109.7

37.7

0

100

200

300

400

500

600

700

800

重量

アジア 北米 EU

大洋州 中東 中南米

アフリカ その他

（千MT）
生産地 輸出先

輸出

 

30.0
48.9

357.0

57.8

0

100

200

300

400

500

600

700

800

重量

関東 中部

近畿 中国・四国

九州・沖縄 その他

（千MT）

371.2

41.0

0

100

200

300

400

500

600

700

800

重量

アジア 北米 EU

大洋州 中東 中南米

アフリカ その他

（千MT）
消費地 輸入元

輸入

 
（資料）財務省「輸出入貨物の物流動向調査結果」（平成 19 年 9月調査の結果）より抜粋 

図２－２３ 関西国際空港の輸出入状況-2/2 
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●関西国際空港の取扱貨物・就航便数は増加基調 

関西国際空港で取り扱われる貨物量、就航便数は増加基調で推移している。 
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貨物量過去 高
輸出：416,543㌧
輸入：474,209㌧
合計：890,752㌧

2006年
輸出入貿易額 過去 高

7兆3,480億円

 
（資料）財団法人 関西経済連合会、国土・基盤整備委員会、ベイエリア部会・物流部会共催講演会講演資料「近

畿の「みなと」が目指すべき方向－阪神港一開港化に続く手立ては？－」（平成 20 年 2月 15 日、国土

交通省 近畿地方整備局資料）より抜粋 

図２－２４ 関西国際空港の取扱貨物の推移 

 

26 42 70 100 100 104 121 113 98 109 128 136 134 177 211

312

427

492
537 553 521

555 587

495 485

565 564 577

605
584

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

94 95 96 97 98 99 2000 01 02 03 04 05 06 07夏期07冬期 （年度）

（便/週）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

（回/年）

旅客便（便/週）

貨物便（便/週）

貨物便発着回数

2006年度

貨物便発着回数
過去 高 13,868回

 
（注釈）週間便数（棒グラフ）は、各年度夏期スケジュールは実績。2007 年冬期スケジュールは計画値。 

（資料）財団法人 関西経済連合会、国土・基盤整備委員会、ベイエリア部会・物流部会共催講演会講演資料「近

畿の「みなと」が目指すべき方向－阪神港一開港化に続く手立ては？－」（平成 20 年 2月 15 日、国土

交通省 近畿地方整備局資料）より抜粋 

図２－２５ 関西国際空港の就航便数推移 
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３. 企業進出による波及効果の把握 
大阪湾ベイエリアにおいて近年立地が進んでいる家電産業立地に伴う経済波

及効果について、地元企業の期待、及び産業連関表を用いた経済波及効果計算結

果についてとりまとめた。 

 

地元企業のうち、７割以上が、大阪湾岸地域における家電産業立地による経済

波及効果が大きいものと捉えている。また、これらの家電産業立地による波及効

果として、設備投資受注による売上増加に対する期待が大きくなっている。 

家電産業立地を対象とした、産業連関表を用いた経済波及効果分析結果による

と、効果は内陸部にまで波及するという結果が得られており、また建設段階・生

産活動段階それぞれにおいて波及効果が見込まれている。 

 

 

(1) 家電産業立地による波及効果への期待 

●大阪湾岸地域の工場新設による波及効果への期待大 

●大阪湾岸地域の工場新設に伴う設備投資受注による売上増への期待大 

 

(2) 家電産業立地による近畿各地域への波及効果 

●大阪湾岸各大型設備投資により内陸部にまで効果が波及 

●建設段階・生産活動段階それぞれで波及効果が見込まれている 
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(1) 家電産業立地による波及効果への期待 

●大阪湾岸地域の工場新設による波及効果への期待大 

様々な大型プロジェクトが進行している大阪・関西において、経済への波及効

果が大きいと思われるものについて尋ねたアンケートによると、「大阪湾岸地域

における工場の新設」が 73％と も高い。 

ＪＲ大阪駅北地区の再開発、大阪キタ・ミナミにおける百貨店の増床・開業に

よる波及効果がこれに続いている。 

 

73.3

49.2

24.9

18.0

8.5

5.3

0.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80

大阪湾岸地域における工場の新設

JR大阪駅北地区の再開発

大阪キタ・ミナミにおける百貨店の増床・開業

新線開通

道路インフラの充実

その他

無回答

（％）  
（資料）大阪商工会議所・㈳関西経済連合会「第 31 回経営・経済動向調査」（2008 年 9 月 25 日）より抜粋 

（注釈）大阪商工会議所・㈳関西経済連合会の会員企業のうち 543 社回答結果による（有効回答率：28.7％）。

調査時期：平成 20 年 8月 26 日～9月 5日 

図 ３－１ 地域経済への波及効果が大きいプロジェクト 
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●大阪湾岸地域の工場新設に伴う設備投資受注による売上増への期待大 

上記を選択した 398 社を対象に、そこから得ている、あるいは期待される波

及効果について尋ねた結果によると、「プロジェクト関連の設備投資受注による

売上増」が 67％で、 多となっている。 

続いて、「雇用増による消費拡大（41％）」、「取引増大による売上増（34％）」、

「人・物流の動きの活性化（32％）」となっている。 
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地域のイメージ向上

その他

無回答

（％）  
（資料）大阪商工会議所・㈳関西経済連合会「第 31 回経営・経済動向調査」（2008 年 9 月 25 日）より抜粋 

（注釈）大阪商工会議所・㈳関西経済連合会の会員企業のうち 543 社回答結果による（有効回答率：28.7％）。

調査時期：平成 20 年 8月 26 日～9月 5日 

図 ３－２ 「大阪湾岸地域における工場の新設」から得ている／期待される波及効果 
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(2) 家電産業立地による近畿各地域への波及効果 

① 大阪湾岸各大型設備投資による波及効果 

●大阪湾岸各大型設備投資により内陸部にまで効果が波及 

大型設備投資は、その府県に大きな波及効果をもたらすが、府県界をまたがっ

て各府県にも波及効果が及ぶ。 

滋賀県は、関連産業（製造業）の集積が厚いため、波及効果が奈良県や和歌山

県を上回るケースが多い。 

 

表 ３－１ 初期投資による経済波及効果（生産額、直接＋一次・二次波及） 

（百万円）

 
（資料）（財）関西社会経済研究所 「大阪湾岸大型設備投資の経済波及効果」（2008 年 7 月）より抜粋 

 

表 ３－２ 製品出荷による経済波及効果（生産額、直接＋一次・二次波及） 

（百万円）

 
（資料）（財）関西社会経済研究所 「大阪湾岸大型設備投資の経済波及効果」（2008 年 7 月）より抜粋 
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② 堺市におけるシャープ等の立地による波及効果 

●建設段階・生産活動段階それぞれで波及効果が見込まれている 

堺市におけるシャープ及び関連事業所の立地に伴い、工場建設段階で 8,000 億

円、生産活動段階で年間約１兆１千億円の経済波及効果が見込まれている。 

 

約８，０００億円
（雇用拡大効果 約７万人＜うち市内分４．５万人＞

工場建設による効果
初期投資額 約1兆円

（シャープ及び関連事業所）

年間 約1兆１，０００億円

（雇用拡大効果
約１万人＜うち市内分６千人＞）

１０年間 約１１兆円

税収額
１０年間累計 約１９０億円
（企業立地促進条例により、４／５は減免）

１１年目から１０年間累計 約５８０億円

工場立地による直接の税収効果
初期投資額 約１兆円（シャープ及び関連事業所）
（固定資産税、都市計画税、事業所税、法人・個人市民税）

生産活動による効果
シャープ液晶パネル第1工場分

年間出荷額 約1兆円

経済波及効果

シャープ及び
関連事業所

約127ｈａ

 
（資料）堺市産業振興局産業政策部資料（平成 19 年８月 10 日）より抜粋 

（注釈）雇用拡大効果：あくまでも経済効果を新規雇用で換算した場合の数値である。平成１６年工業統計調査

（従業員４人以上）事業所数１，９６４事業所   従業員数５１，１３２人 

図 ３－３ 堺市におけるシャープ及び関連事業所の立地による経済波及効果 
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４. 広域連携に係る現況の把握 
荷主企業、物流業者双方へのアンケート9より、港湾の広域連携に対するニー

ズを把握した。 

荷主企業・物流業者とも、広域連携による効率化やサービス水準の向上に期待

している。このうち物流業者は荷主企業に比べ、より貨物流動に直結した情報に

対するニーズが強い傾向が伺われる。 

 

 

(1) 荷主企業の広域連携に係るニーズ 

●港湾の広域連携による効率化・サービス向上 

●広域的な情報提供によるサービス向上・選択可能な条件の改善 

●必要とされている情報は船舶の入出港・離着岸情報や港湾施設の状

況、入港・荷役スケジュール遅延情報、航路・寄港数 など 

 

(2) 物流業者の広域連携に係るニーズ 

●入港料低減等によるサービス向上・窓口統一による効率化 

●広域的情報提供による複数貨物動向の把握・荷主側として良い条件を

選びやすくなること 

●必要とされている情報は船舶の入出港・離着岸情報やＣＹからの搬出

可否、入港・荷役スケジュール遅延情報、ターミナルゲート・近隣道

路等の渋滞情報 など 

 

                                            
9 アンケート調査の概要については、事項「５．立地企業・港湾利用者等の意向把握（１）アンケート・ヒアリン

グ調査結果の概要」を参照。 
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(1) 荷主企業の広域連携に係るニーズ 

 

 港湾の広域連携により期待されることとして、「スケールメリットが働くこと

で物流コストが下がる」 「港湾管理者の窓口が統一されるため業務が効率化

される」 「入港料の低減等により港湾サービスが向上する」が主なものとし

て挙げられている。 

 

0% 20% 40% 60%

スケールメリットが働くことで 物流コストが下がる

港湾管理者の窓口が統一されるため 業務が効率化される

入港料の低減等により港湾 サービスが向上する

港湾管理者からの情報提供が一元化され 業務が効率化される

港湾間の連携や機能分担が進むことで港湾の稼働率が上がる

緊急時や災害時のバックアップ機能が高まることでサービスが

安定する

その他

港湾の広域連携を進めることによって期待されること（３つまで）　［回答：27社、N＝44］

 

図４－１ 港湾の広域連携を進めることによって期待されること（荷主企業） 

 
 

 複数港湾の広域的な情報提供により期待されることとして、「港湾間の競争が

働くことでサービスが高まる」「荷主として良い条件を選びやすくなる」が主

なものとして挙げられている。 

0% 20% 40% 60% 80%

港湾間の競争が働くことでサービスが高まる

荷主として良い条件を選びやすくなる

複数の貨物の動向をリアルタイムで把握することができる

複数の船舶情報をリアルタイムで把握することができる

その他

複数港湾が広域的に情報提供することによって期待されること（３つまで）　［回答：24社、N＝36］

 
図４－２ 複数港湾が広域的に情報提供することによって期待されること（荷主企業） 
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 港湾物流関係で必要な情報として、「船舶の入出港、離着岸情報」 「コンテナ

ターミナル等の港湾施設の状況」 「入港・荷役スケジュールの遅延情報」「航

路、寄港数等の情報」が主なものとして挙げられている。 

 
港湾物流関係で必要な情報（いくつでも）　［回答：20社、N＝48］

0% 20% 40% 60%

船舶の入出港、離着岸情報

コンテナターミナル等の港湾施設の状況

入港・荷役スケジュールの遅延情報

航路、寄港数等の情報

貨物トレーシング（現在位置及び履歴）情報

船舶の位置情報

ターミナルゲート・近隣道路等の渋滞情報

その他

輸出ＣＹ締切日等の情報

海上コンテナトラックの位置情報

コンテナターミナルの事業者・荷役に関する情報

ＣＹからの搬出可否等の情報

 
図４－３ 港湾物流関係で必要な情報（荷主企業） 

 

 

(2) 物流業者の広域連携に係るニーズ 

 

 港湾の広域連携により期待されることとして、「入港料の低減等により港湾サ

ービスが向上する」 「港湾管理者の窓口が統一されるため業務が効率化され

る」 が主なものとして挙げられている。 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

入港料の低減等により港湾サービスが向上する

港湾管理者の窓口が統一されるため業務が効率化される

港湾管理者からの情報提供が一元化され業務が効率化される

スケールメリットが働くことで物流コストが下がる

港湾間の連携や機能分担が進むことで港湾の稼働率が上がる

緊急時や災害時のバックアップ機能が高まることでサービスが

安定する

その他

港湾の広域連携を進めることによって期待されること（３つまで）　［回答：24社、N＝62］

 

図４－４ 港湾の広域連携を進めることによって期待されること（物流業者） 
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 複数港湾の広域的な情報提供により期待されることとして、「複数の貨物の動

向をリアルタイムで把握することができる」「荷主として良い条件を選びやす

くなる」が主なものとして挙げられている。 

 

複数港湾が広域的に情報提供することによって期待されること（３つまで）　［回答：23社、N＝47］

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

複数の貨物の動向をリアルタイムで把握することができる

荷主として良い条件を選びやすくなる

港湾間の競争が働くことでサービスが高まる

複数の船舶情報をリアルタイムで把握することができる

その他

 
図４－５ 複数港湾が広域的に情報提供することによって期待されること（物流業者） 

 

 

 

 港湾物流関係で必要な情報として、「船舶の入出港、離着岸情報」 「CY からの

搬出可否等の情報」 「入港・荷役スケジュールの遅延情報」「ターミナルゲー

ト・近隣道路等の渋滞情報」が主なものとして挙げられている。 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

船舶の入出港、離着岸情報

ＣＹからの搬出可否等の情報

入港・荷役スケジュールの遅延情報

ターミナルゲート・近隣道路等の渋滞情報

コンテナターミナル等の港湾施設の状況

貨物トレーシング（現在位置及び履歴）情報

輸出ＣＹ締切日等の情報

コンテナターミナルの事業者・荷役に関する情報

船舶の位置情報

海上コンテナトラックの位置情報

航路、寄港数等の情報

その他

港湾物流関係で必要な情報（いくつでも）　［回答：29社、N＝127］

 
図４－６ 港湾物流関係で必要な情報（物流業者） 
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５. 立地企業・港湾利用者等の意向把握 
 

(1) アンケート・ヒアリング調査の概要 

本調査では、アンケート･ヒアリング調査について、近畿地方整備局と近畿経

済産業局が合同で実施した。 

 

 
 

［荷主企業アンケート］ 

①サンプル抽出方法・サンプル数（送付数） 

 企業立地場所、業種、企業規模を考慮した上で、企業データベースから

3,000 社をサンプリングした（対象：近畿圏10内の製造業・卸売業） 
 
②送付・回収方法 

 郵送（またはメール便）による投函・回収を行った。 
 未回答企業に対して再投函を実施。 
 
③実施期間 

 2008 年 12 月 16 日（火）～2009 年 1 月 6 日（火） 

 再投函分：2009 年 2 月 9 日（月）～2月 23 日（月） 
 
④回 収 率 

 16.0％（481 件回収） 

 

 

［物流業者アンケート］ 

①サンプル抽出方法・サンプル数（送付数） 

 企業立地場所、業種、企業規模を考慮した上で、企業データベースおよび

各種 HP から 306 社をサンプリングした（対象：近畿圏内の物流業者）。 
 
②送付・回収方法 

 郵送（またはメール便）による投函・回収を行った。 
 
③実施期間 

 2009 年 2 月 9 日（月）～2月 23 日（月） 
 
④回 収 率 

 24.8％（76 件回収） 

                                            
10 近畿圏：福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 
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［ヒアリング］ 

2008 年 11 月から 2009 年 2 月にかけて、近畿に事業所を構えている、ある

いは今後立地予定の製造業者、物流業者等を対象に、42 件のヒアリングを実施

した。このうち、近畿地方整備局では、大阪湾ベイエリアに立地する、下記に

示す企業を中心に実施した（10 社）。加えて、委員会での意見を踏まえ、大学

に対するヒアリングもあわせて実施した（1 大学）。 
 

表 ５－１ヒアリング対象の概要（近畿地方整備局分） 

 

主な拠点 主な事業分野 機関名

大阪府 エネルギー関連 Ａ社

大阪府、兵庫県等 電子部品、電気機械器具 Ｂ社

大阪府、兵庫県 ガラス Ｃ社

和歌山県 化学品の素材・中間材料 Ｄ社

兵庫県 パネル Ｅ社

大阪府 エレクトロニクス関連、デバイス関連 Ｆ社

国内外全域 国際物流・ロジスティック業界 Ｇ社

阪神港 コンテナキャリア Ｈ社

Ｉ社

Ｊ社

Ｋ大学

大阪市モデル地区

堺市モデル地区

大学  
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(2) アンケート調査結果 

① アンケート調査結果の概要 

拠点立地を考える際に重視する点、大阪湾ベイエリアの魅力、大阪湾ベイエリ

アへの立地意向、大阪湾ベイエリア立地への課題といった立地に関連する項目、

産業競争力を高める上で重要な課題／重要なインフラ、ベイエリアを核とした国

際物流の競争力を強化していく上で重要な課題といった競争力に関する項目に

ついて回答を得た。 

立地に関する回答によると、大阪湾ベイエリアの魅力として高速道路や港湾、

輸出入などの利便性が評価されている一方で、通勤・公共交通や港湾の混雑、道

路、助成申請、各種許認可などが課題とされている。 

競争力に関する回答によると、物流コストの低減や物流時間短縮、産業誘致の

ためのインセンティブ強化などが課題とされており、重要なインフラとして港湾

機能、道路ネットワークなどが挙げられている。また、国際物流強化に向けた課

題としては、大阪湾の諸港が一体となった効率的港湾経営や高規格コンテナター

ミナル整備、後背圏との道路ネットワークの充実などが挙げられている。 

 

ア.拠点立地を考える際に重視する点 

● 荷主企業 

… 生産拠点の立地を考える際に、「労働力の確保」「市場への近接性」「従業員の通勤

の便」を特に重視。 

… 物流拠点の立地を考える際に、「市場への近接性」「高速道路を利用できる」を特に

重視。 

● 物流業者 

… 物流拠点の立地を考える際に「港湾を利用できる」「輸出入の利便性」「市場への近

接性」について特に重視。続いて「関連企業への近接性」「高速道路を利用できる」

「用地面積の確保が容易」「地価」を重視。 

イ.大阪湾ベイエリアの魅力 

● 荷主企業 

… 全体では、「高速道路の利便性」「輸出入の利便性」「港湾の利便性」は比較的評価

されているものの、その他はほとんど認知されていない。 

… 大阪湾ベイエリアに拠点を有する企業は、上記３項目に加えて、「市場への近接性」

「本社への近接性」 「都市基盤の整備」「従業員の通勤の便」の魅力について比較

的評価している。 

● 物流業者 

… 「輸出入の利便性」「港湾の利便性」「高速道路の利便性」「市場への近接性」「関連

企業への近接性」は比較的評価されているが、その他はほとんど認知されていな

い。 

ウ.大阪湾ベイエリアへの立地意向 

● 荷主企業 
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… 回答企業の１２．９％（62 社）が大阪湾ベイエリアでの操業に関心、うち、約半数（27

社）が大阪湾ベイエリアでの事業所開設可能性を示唆。 

… 開設が考えられる地域として、「大阪市地域」「兵庫県東部（阪神地域）」「大阪府堺

泉北地域」を挙げる企業が多い 

● 物流業者 

…回答企業の２２．４％（17 社）が大阪湾ベイエリアでの操業に関心、実際に大阪湾ベ

イエリアでの開設の可能性を示唆している企業は１３．１％（10 社）。開設が考えら

れる地域として、「大阪市地域」を挙げる企業が多い。 

エ.大阪湾ベイエリア立地への課題 

● 荷主企業 

… 「通勤・公共交通」 、「道路」に関する回答数が多く、他に「ベイエリアならではの立

地リスク」 「従業員の確保」「本社から離れる不利益」「取引先・市場から離れる不

利益」 「立地に関する規制・手続き」 などが挙げられている 

● 物流業者 

… 「港湾の混雑」「道路」 「助成申請、各種許認可等」 に関する回答数が多く、他に

「高速道路の利用料金」「用地」「税関等の手続き」「生活利便性」に関する課題が挙

げられている 

オ.産業競争力を高める上で重要な課題／重要なインフラ 

● 荷主企業 

… 重要な課題：「物流コストの削減」、続いて 「産業誘致のためのインセンティブ強化」

「物流時間の短縮・削減」「通勤利便性の向上」「新たな産業用地の創出」 

… 重要なインフラ：「高規格の道路ネットワーク」「一般道路・臨港道路の充実」、続いて 

「公共交通機関の充実」「港湾機能の強化」「国際空港の機能強化」 

● 物流業者 

… 重要な課題：「物流コストの削減」 「物流時間の短縮・削減」 「産業誘致のためのイ

ンセンティブ強化」 

… 重要なインフラ：「港湾機能の強化」、続いて「一般道路・臨港道路の充実」 

カ.ベイエリアを核とした国際物流の競争力を強化していく上で重要な課題 

● 荷主企業 

… 「関西空港の深夜便の充実」「大阪湾の諸港が一体となった効率的な港湾経営」、

続いて 「後背圏との道路ネットワークの充実」「高規格コンテナターミナルの整備」

「阪神港と関西空港とを結ぶ高規格道路の整備」 

● 物流業者 

… 「高規格コンテナターミナルの整備」 「大阪湾の諸港が一体となった効率的な港湾

経営」、続いて 「後背圏との道路ネットワークの充実」「コンテナターミナルの夜間早

朝利用の推進」「輸送の一貫性を高めたシームレス物流の実施」 
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② 荷主企業アンケートの結果概要 

ア. 回答企業の属性について 

 回答企業の資本金は、「１千万円以下」が少ないが、その他はどの資本金規模

からもほぼ同じくらいの回答をいただいた。 

資本金[N=481]

3億円超～10億円
以下
13.1%

1千万円超～3千
万円以下
19.3%

5千万円超～1億
円以下
18.5%

3千万円超～5千
万円以下
11.4%

1千万円以下
7.7%

1億円超～3億円
以下
16.0%

10億円超
13.3%

無回答
0.6%

 

図５－１ 資本金（荷主企業） 

 

 回答企業の業種は、「基礎素材型産業」が３割を占め、「卸売業」「生活関連

型」「加工組立型」がそれぞれ約２割を占めている。 

業種[N=481]

無回答
1.5%

その他
5.8%

卸売業
21.4%

小売業
2.3%

運輸・倉庫業
1.0%

加工組立型
14.8%

生活関連型
17.3%

基礎素材型
29.5%

建設業
6.4%

 

図５－２ 業種（荷主企業） 
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 回答企業の本社所在地は、近畿圏が９割強を占め、「大阪府」が も多く全体

の半数以上を占めている。 

 

本社所在地[N=481]

無回答
0.4%

中国・四国地方
0.2%

東京都
5.8%

和歌山県
4.2%

兵庫県
20.4%

福井県
4.0%

京都府
5.6%

大阪府
53.6%

滋賀県
4.2%

奈良県
1.5%

 

図５－３ 本社所在地（荷主企業） 

 

 近畿地域内に１箇所以上拠点を有している企業が多く、特に生産拠点を有する

企業の割合が高くなっている。 

表 ５－２ 近畿地域内の拠点数（荷主企業） 

近畿地域内の拠点数［N=328］

拠点数 生産拠点 物流拠点 研究開発拠点

１箇所 215 158 115

２～５未満 100 51 9

５以上 13 16 0  
 

イ. 生産・物流拠点及び研究拠点の立地について 

 回答企業の約２割が「国内生産拠点の集約・再編」を検討。 

 生産拠点・研究拠点の立地場所として「国内重視」の傾向が強く、特に「技術

開発」「試作」「技術員等の育成」の役割について国内立地を重視する企業の割

合が非常に高い。 

 生産拠点の立地検討には、「労働力の確保」「市場への近接性」「従業員の通勤

の便」が特に重視されている。 

 物流拠点の立地検討には、「市場への近接性」「高速道路を利用できる」が特に

重視されている。 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術開発

試作

部品・部材の生産

重要な部品・部材の生産

組立

技術員等の育成

国内を重視する やや国内を重視する どちらともいえない やや海外を重視する 海外を重視する 無回答

以下のような役割を持つ生産拠点・研究開発拠点の立地場所[N=481]

 

図５－４ 拠点別の立地意向（荷主企業） 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

労働力の確保

市場への近接性

従業員の通勤の便

周辺環境からの制約が少ない

関連企業への近接性

地価

用地面積の確保が容易

高速道路を利用できる

都市基盤の整備（電力・工業用水等）

賃金水準

本社への近接性

自治体等の助成・協力

輸出入の利便性

港湾を利用できる

工業団地

情報の集約性

大学や研究機関が近い

空港を利用できる

鉄道を利用できる

他企業との共同立地

その他

生産拠点 物流拠点

生産拠点・物流拠点の立地を考える際に重視する点（5つまで）
［回答：生産拠点＝371社・N=1532 回答：物流拠点＝356社・N＝1345］

 

図５－５ 拠点別の立地意向（荷主企業） 
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 回答企業の１２．９％（６２社）が大阪湾ベイエリアでの操業に関心を持って

おり、うち約半数（２７社）が大阪湾ベイエリアで事業所を開設する可能性を

示唆。 

 開設が考えられる地域として、特に「大阪市地域」「兵庫県東部（阪神地域）」

「大阪府堺泉北地域」を挙げる企業が多い。 
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図 ５－６ 開設が考えられる地域（荷主企業） 

表 ５－３ 業種別・開設が考えられる地域（荷主企業） 

開設が考えられる地域別／業種　（３つまで）
※複数社の回答が集まった地域／業種に網掛け

農林水産
業・鉱業

建設業 生活関連型 基礎素材型 加工組立型 情報通信業 運輸・倉庫
業

卸売業 小売業 その他

0 1 1 4 3 0 0 2 0 1

0.0% 8.3% 8.3% 33.3% 25.0% 0.0% 0.0% 16.7% 0.0% 8.3%

0 1 1 4 6 0 1 4 0 1

0.0% 8.3% 8.3% 33.3% 50.0% 0.0% 8.3% 33.3% 0.0% 8.3%

0 3 5 7 4 0 0 7 1 1

0.0% 25.0% 41.7% 58.3% 33.3% 0.0% 0.0% 58.3% 8.3% 8.3%

0 5 11 14 5 0 0 12 2 3

0.0% 41.7% 91.7% 116.7% 41.7% 0.0% 0.0% 100.0% 16.7% 25.0%

0 3 4 11 4 0 0 2 1 1

0.0% 25.0% 33.3% 91.7% 33.3% 0.0% 0.0% 16.7% 8.3% 8.3%

0 1 3 4 3 0 0 3 0 0

0.0% 8.3% 25.0% 33.3% 25.0% 0.0% 0.0% 25.0% 0.0% 0.0%

0 1 0 3 3 0 0 1 0 0

0.0% 8.3% 0.0% 25.0% 25.0% 0.0% 0.0% 8.3% 0.0% 0.0%

神戸市地域

兵庫県西部
（阪神地域）

大阪市地域

大阪府堺泉北
地域

大阪府泉南地
域

和歌山県北部

兵庫県西部
播磨地域

兵庫県東部
阪神地域

 
 

 大阪湾ベイエリア内において開設が考えられる各地域を回答した企業が生

産・物流拠点を考える際に重視する点は以下の通り。 
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○兵庫県西部（播磨地域） 

 生産拠点では、「労働力の確保」「従業員の通勤の便」「関連企業への近接性」

等が重視されている。 

 物流拠点では、「高速道路を利用できる」「市場への近接性」「労働力の確保」

「従業員の通勤の便」等が重視されている。 

 

表 ５－４ 兵庫県西部（播磨地域）に立地が考えられる企業が重視する点（荷主企業） 

9 90.0% 4 36.4%

6 60.0% 4 36.4%

5 50.0% 3 27.3%

4 40.0% 6 54.5%

4 40.0% 5 45.5%

3 30.0% 2 18.2%

2 20.0% 3 27.3%

2 20.0% 2 18.2%

1 10.0% 3 27.3%

1 10.0% 3 27.3%

1 10.0% 2 18.2%

1 10.0% 2 18.2%

1 10.0% 1 9.1%

1 10.0% 0 0.0%

0 0.0% 1 9.1%

0 0.0% 1 9.1%

情報の集約性

空港を利用できる

都市基盤の整備（電力・工業用水等）

周辺環境からの制約が少ない

港湾を利用できる

大学や研究機関が近い

地価

賃金水準

用地面積の確保が容易

輸出入の利便性

生産拠点 物流拠点

労働力の確保

従業員の通勤の便

関連企業への近接性

高速道路を利用できる

市場への近接性

本社への近接性

 
 

○神戸市地域 

 生産拠点では、「市場への近接性」「労働力の確保」「都市基盤の整備」「従業

員の通勤の便」等が重視されている。 

 物流拠点では、「高速道路を利用できる」「市場への近接性」「自治体等の助

成・協力」「地価」等が重視されている。 
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表 ５－５ 神戸市地域に立地が考えられる企業が重視する点（荷主企業） 

8 50.0% 4 40.0%

8 50.0% 3 30.0%

6 37.5% 2 20.0%

6 37.5% 2 20.0%

5 31.3% 5 50.0%

5 31.3% 3 30.0%

4 25.0% 2 20.0%

4 25.0% 2 20.0%

4 25.0% 1 10.0%

4 25.0% 1 10.0%

3 18.8% 4 40.0%

3 18.8% 3 30.0%

3 18.8% 2 20.0%

3 18.8% 0 0.0%

2 12.5% 4 40.0%

1 6.3% 2 20.0%

1 6.3% 1 10.0%

1 6.3% 1 10.0%

1 6.3% 0 0.0%

生産拠点 物流拠点

市場への近接性

労働力の確保

都市基盤の整備（電力・工業用水等）

従業員の通勤の便

高速道路を利用できる

港湾を利用できる

用地面積の確保が容易

賃金水準

関連企業への近接性

周辺環境からの制約が少ない

自治体等の助成・協力

輸出入の利便性

本社への近接性

情報の集約性

地価

大学や研究機関が近い

空港を利用できる

鉄道を利用できる

他企業との共同立地  

 

○兵庫県東部（阪神地域） 

 生産拠点では、「労働力の確保」「市場への近接性」「従業員の通勤の便」等が

重視されている。 

 物流拠点では、「高速道路を利用できる」「市場への近接性」「労働力の確保」

等が重視されている。 

 

表 ５－６ 兵庫県東部（阪神地域）に立地が考えられる企業が重視する点（荷主企業） 

16 66.7% 11 50.0%

14 58.3% 13 59.1%

12 50.0% 8 36.4%

9 37.5% 7 31.8%

7 29.2% 14 63.6%

7 29.2% 8 36.4%

7 29.2% 4 18.2%

6 25.0% 3 13.6%

4 16.7% 6 27.3%

4 16.7% 4 18.2%

3 12.5% 4 18.2%

3 12.5% 2 9.1%

3 12.5% 0 0.0%

3 12.5% 0 0.0%

2 8.3% 9 40.9%

2 8.3% 4 18.2%

2 8.3% 2 9.1%

2 8.3% 1 4.5%

2 8.3% 0 0.0%

1 4.2% 0 0.0%

生産拠点 物流拠点

労働力の確保

市場への近接性

従業員の通勤の便

周辺環境からの制約が少ない

高速道路を利用できる

地価

賃金水準

関連企業への近接性

輸出入の利便性

港湾を利用できる

自治体等の助成・協力

空港を利用できる

本社への近接性

情報の集約性

用地面積の確保が容易

都市基盤の整備（電力・工業用水等）

他企業との共同立地

工業団地

鉄道を利用できる

大学や研究機関が近い  
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○大阪市地域 

 生産拠点では、「市場への近接性」「労働力の確保」「従業員の通勤の便」等が

重視されている。 

 物流拠点では、「市場への近接性」「高速道路を利用できる」「従業員の通勤の

便」等が重視されている。 

 

表 ５－７ 大阪市地域に立地が考えられる企業が重視する点（荷主企業） 

24 55.8% 28 58.3%

24 55.8% 18 37.5%

21 48.8% 19 39.6%

20 46.5% 10 20.8%

14 32.6% 11 22.9%

12 27.9% 13 27.1%

10 23.3% 15 31.3%

9 20.9% 22 45.8%

9 20.9% 14 29.2%

9 20.9% 6 12.5%

8 18.6% 13 27.1%

8 18.6% 9 18.8%

6 14.0% 2 4.2%

4 9.3% 7 14.6%

3 7.0% 5 10.4%

3 7.0% 4 8.3%

3 7.0% 3 6.3%

1 2.3% 1 2.1%

0 0.0% 1 2.1%

生産拠点

周辺環境からの制約が少ない

自治体等の助成・協力

本社への近接性

用地面積の確保が容易

高速道路を利用できる

地価

物流拠点

市場への近接性

労働力の確保

従業員の通勤の便

賃金水準

関連企業への近接性

都市基盤の整備（電力・工業用水等）

情報の集約性

輸出入の利便性

港湾を利用できる

工業団地

鉄道を利用できる

空港を利用できる

大学や研究機関が近い  
 

○大阪府堺泉北地域 

 生産拠点では、「市場への近接性」「労働力の確保」「周辺環境からの制約が少

ない」等が重視されている。 

 物流拠点では、「市場への近接性」「労働力の確保」「地価」等が重視されてい

る。 
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表 ５－８ 大阪府堺泉北地域に立地が考えられる企業が重視する点（荷主企業） 

15 62.5% 13 59.1%

13 54.2% 10 45.5%

11 45.8% 9 40.9%

9 37.5% 8 36.4%

9 37.5% 3 13.6%

6 25.0% 2 9.1%

6 25.0% 1 4.5%

5 20.8% 10 45.5%

5 20.8% 9 40.9%

5 20.8% 4 18.2%

5 20.8% 3 13.6%

4 16.7% 7 31.8%

3 12.5% 2 9.1%

3 12.5% 0 0.0%

2 8.3% 6 27.3%

2 8.3% 5 22.7%

2 8.3% 0 0.0%

2 8.3% 0 0.0%

1 4.2% 0 0.0%

0 0.0% 3 13.6%

生産拠点 物流拠点

市場への近接性

労働力の確保

周辺環境からの制約が少ない

従業員の通勤の便

関連企業への近接性

自治体等の助成・協力

賃金水準

地価

高速道路を利用できる

本社への近接性

都市基盤の整備（電力・工業用水等）

用地面積の確保が容易

工業団地

大学や研究機関が近い

港湾を利用できる

輸出入の利便性

情報の集約性

鉄道を利用できる

他企業との共同立地

空港を利用できる  
 

○大阪府泉南地域 

 生産拠点では、「従業員の通勤の便」「労働力の確保」「市場への近接性」「賃

金水準」等が重視されている。 

 物流拠点では、「従業員の通勤の便」「市場への近接性」「周辺環境からの制約

が少ない」等が重視されている。 

 

表 ５－９ 大阪府泉南地域に立地が考えられる企業が重視する点（荷主企業） 

8 61.5% 7 70.0%

8 61.5% 4 40.0%

7 53.8% 6 60.0%

7 53.8% 1 10.0%

6 46.2% 5 50.0%

6 46.2% 3 30.0%

5 38.5% 1 10.0%

4 30.8% 2 20.0%

4 30.8% 1 10.0%

3 23.1% 2 20.0%

1 7.7% 3 30.0%

1 7.7% 2 20.0%

1 7.7% 2 20.0%

1 7.7% 0 0.0%

0 0.0% 3 30.0%

0 0.0% 2 20.0%

0 0.0% 1 10.0%

0 0.0% 1 10.0%

生産拠点 物流拠点

従業員の通勤の便

労働力の確保

市場への近接性

賃金水準

周辺環境からの制約が少ない

関連企業への近接性

都市基盤の整備（電力・工業用水等）

用地面積の確保が容易

自治体等の助成・協力

工業団地

地価

輸出入の利便性

港湾を利用できる

情報の集約性

本社への近接性

高速道路を利用できる

大学や研究機関が近い

空港を利用できる  
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○和歌山県北部 

 生産拠点では、「周辺環境からの制約が少ない」「本社への近接性」「用地面積

の確保が容易」「関連企業への近接性」等が重視されている。 

 物流拠点では、「本社への近接性」「用地面積の確保が容易」等が重視されてい

る。 

 

表 ５－１０ 和歌山県北部に立地が考えられる企業が重視する点（荷主企業） 

5 62.5% 2 33.3%

4 50.0% 3 50.0%

4 50.0% 3 50.0%

4 50.0% 2 33.3%

4 50.0% 2 33.3%

2 25.0% 2 33.3%

2 25.0% 1 16.7%

2 25.0% 1 16.7%

1 12.5% 2 33.3%

1 12.5% 1 16.7%

1 12.5% 1 16.7%

1 12.5% 0 0.0%

1 12.5% 0 0.0%

0 0.0% 2 33.3%

用地面積の確保が容易

関連企業への近接性

労働力の確保

市場への近接性

工業団地

空港を利用できる

生産拠点 物流拠点

周辺環境からの制約が少ない

本社への近接性

港湾を利用できる

従業員の通勤の便

高速道路を利用できる

地価

都市基盤の整備（電力・工業用水等）

輸出入の利便性  
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ウ. ベイエリアの魅力について 

 ベイエリアの魅力については、「高速道路の利便性」「輸出入の利便性」「港湾

の利便性」の魅力は比較的評価されているものの、その他の魅力はほとんど認

知されていない。大阪湾ベイエリアに拠点を有する企業は、上記３項目に加え

て、「市場への近接性」「本社への近接性」「都市基盤の整備」「従業員の通勤

の便」の魅力を比較的評価している。 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市場への近接性

関連企業への近接性

本社への近接性

労働力の確保

自治体等の助成・協力

用地面積の確保が容易

地価

賃金水準

輸出入の利便性

情報の集約性

都市基盤の整備（電力・工業用水等）

大学や研究機関の近さ

周辺環境からの制約の少なさ

工場団地がある

従業員の通勤の便

他企業との共同立地

港湾の利便性

空港の利便性

高速道路の利便性

鉄道の利便性

その他

満足 やや満足 どちらともいえない やや不満 不満 無回答

ベイエリアの魅力について ［N＝481］

 

図５－７ ベイエリアの魅力について（荷主企業） 
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エ. ベイエリアの課題について 

 大阪湾ベイエリアに事業所を開設するとした場合、「道路」「通勤・公共交通」

「従業員の確保」「本社から離れる不利益」「取引先・市場から離れる不利益」 

「立地に関する規制・手続き」 「港湾機能」「空港の機能」「資金調達・回収」 

「ベイエリアならではの立地リスク」「近隣住民との折衝」「周辺環境の悪さ」

に関する課題が挙げられている。 

 
●道路に関する課題

・大阪市内に入ってくるのに時間がかかりコストもかかる。
・ベイエリアから環状線に合流する高速の渋滞がひどい。
・道路インフラが不充分。
・阪神高速の上り（池田→大阪市内）が万年渋滞してる。
・朝夕高石大橋付近の交通渋滞がひどく時間がかかる。
・和歌山は高速道に関して山間部に在るため、移動・輸送に不便。
・道路の渋滞が多い、裏通りは狭すぎる個所が多い。
・大阪地区での東西間の道路の、渋滞がひどい。
・埋立ての出入口の交差点が混み合う（石津西町の信号）、助松の信号が混み合う。
・海岸線から山手線への道路整備が必要。
・道路交通インフラの整備。
・途中の阪神高速や中央大通り等の幹線道路が混雑する。
・物流面において、京阪神地域に交通至便を求める。（都市部よりの不便さ）。

●通勤・公共交通に関する課題
・従業員の勤務。
・通勤が不便。
・交通の便が悪い（交通費が高い）。
・鉄道の便が悪い。
・交通アクセスが悪く、他府県からの来客対応には不向きな為、ベイエリアに事業所を開設するメリットは少ない。

 ・アクセスが不充分、生活利便性が低い。
 ・従業員の通勤の利便性。

 ・ニュートラム沿線に立地するが駅から遠い（バスは廃止されている）。・地下鉄.ニュートラムの交通費が高くコスト高。
・通勤手段が無い為不便。

 ・通勤手段で本当に苦労している。土曜日とか残業するとバスがない。
・和歌山は公共交通機関の整備が不十分であり、通勤等非常に不便。
・港湾地域への公共交通網（電車、バス）の整備強化。
・公共交通機関でのアクセスが不便。
・従業員の勤務・生活の不便さ解消（通勤時間、交通、住宅、飲食店不足）。
・通勤の利便性低下。
・公共機関の電車等の利便性に問題があり、時間帯によって市内より行き帰りにものすごく時間がかかる。
・従業員の通勤が不便。
・社員の通勤の利便性。
・鉄道の利便性が悪い。
・交通の利便性。
・ＪＲ特急はるかがりんくうタウンに停まらない。

●従業員の確保に関する課題
・労働力確保。
・パート・アルバイトの確保に苦労している（西宮浜）。・国道４３号線に近い工場は応募者数が少ない。
・人材の確保。  
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●本社から離れる不利益に関する課題
・本社からの通勤圏から（困難）外れる。
・本社、及び工場より離れてしまう。
・親会社（大阪市東成区）から離れるので大問題。

●取引先・市場から離れる不利益に関する課題
・他社との距離。
・一部取引先との近接性は高まるが、大部分の取引先との近接性は低下。
・一般家庭（ユーザー）から遠くなるため移動時間燃料費のロス増大。

●立地に関する規制・手続きに関する課題
・業種業態の規則緩和。
・規制が多い。
・手続きが一本化されていない。

●港湾機能に関する課題
・コンテナ－輸出の頻度が低い。

●空港の機能に関する課題
・空港のハブ化をすすめること。

●資金調達・回収に関する課題
・投資の回収。
・資金。

●ベイエリアならではの立地リスクに関する課題
・地盤沈下、液状化現象。
・地盤沈下等のリスク面。
・地盤の軟弱性に問題。
・津波.塩害（海に近い為）。

 ・将来考えられる「南海地震」が発生した場合、大阪湾ベイエリアはリスクが高いと判断。

●近隣住民との折衝に関する課題
 ・工場開設後に立てられたマンションや地元住民からの騒音、振動、臭い等に対する苦情（環境基準以内であっても）。

・近隣問題が多い。

●周辺環境の悪さに関する課題
 ・周辺環境の悪さ、不法投棄、車乗り捨て他。  
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オ. 近畿地域での企業等の連携について 

 大阪湾ベイエリアに拠点を有する企業は、拠点を有していない企業に比べて、

販売先・納品先、仕入先・調達先共に、海外と関係を持つ企業、大阪湾ベイエ

リアに関係を持つ企業の割合が多い。 

 

 大阪湾ベイエリアに拠点を有する企業の販売先・納品先は、（大阪湾ベイエリ

アに拠点を持っていない企業に比べて）「大阪湾ベイエリア」「兵庫県（内陸

部）」「北海道・東北地方」「海外」にある比率が高い。 

 大阪湾ベイエリアに拠点を有する企業の仕入先・調達先は、（大阪湾ベイエリ

アに拠点を持っていない企業に比べて）「大阪湾ベイエリア」「関東地方（東京

都除く）」「中国・四国・九州地方」「北海道・東北地方」「海外」にある比率が

高い。 

 

 

表 ５－１１ ベイエリア拠点有無別・連携先（荷主企業） 

大阪府（ベ
イエリア）

大阪府（内
陸）

兵庫県（ベ
イエリア）

兵庫県（内
陸）

和歌山県
（ベイエリ

ア）

和歌山県
（内陸）

その他近畿
地方

東京都
関東地方

（東京都除
く）

中部・北陸
地方

中国・四
国・九州地

方

北海道・東
北地方

海外 合計

69 56 48 14 7 1 44 16 23 15 21 7 33 354

42.9% 34.8% 29.8% 8.7% 4.3% 0.6% 27.3% 9.9% 14.3% 9.3% 13.0% 4.3% 20.5%

34 148 18 43 5 5 96 44 32 49 33 2 50 559

12.0% 52.1% 6.3% 15.1% 1.8% 1.8% 33.8% 15.5% 11.3% 17.3% 11.6% 0.7% 17.6%

あり

なし

大阪府（ベ
イエリア）

大阪府（内
陸）

兵庫県（ベ
イエリア）

兵庫県（内
陸）

和歌山県
（ベイエリ

ア）

和歌山県
（内陸）

その他近畿
地方

東京都
関東地方

（東京都除
く）

中部・北陸
地方

中国・四
国・九州地

方

北海道・東
北地方

海外 合計

59 58 45 30 5 5 40 25 36 34 31 3 20 391

38.8% 38.2% 29.6% 19.7% 3.3% 3.3% 26.3% 16.4% 23.7% 22.4% 20.4% 2.0% 13.2%

25 145 25 49 5 12 86 66 68 71 56 4 32 644

9.3% 53.9% 9.3% 18.2% 1.9% 4.5% 32.0% 24.5% 25.3% 26.4% 20.8% 1.5% 11.9%

あり

なし

主な販売先・納品先、仕入先・調達先　（３つまで）

販売先・納品先（拠点あり：ｎ＝391、拠点なし：ｎ＝644）

仕入先・調達先（拠点あり：ｎ＝354、拠点なし：ｎ＝559）
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カ. 物流について 

 同一の海上輸送は、複数の港湾が併用される割合が高い。一方で、同一の国際

航空貨物輸送に対しては、空港を 1ヶ所に決めている企業の割合が高い。 

 同一の海上貨物・国際航空貨物に対する港湾・空港の使い分けにおいて、「港

までの輸送時間」「港までの輸送コスト」「港運業者の信頼度の高さ」が主に重

視されている。 

 

複数の港湾を
併用している

27.0%

無回答
21.7%

海上貨物は発
生しない
29.6%

港湾は1ヶ所に
決めている

21.7%

同一の海上貨物に対する港湾の使い分け ［N＝382］

 

図５－８ 同一の海上貨物に対する港湾の使い分け（荷主企業） 

 

0% 20% 40% 60%

港までの輸送時間

港までの輸送コスト

港運業者の信頼度の高さ

港湾施設、倉庫等、物流施設の整備水準の高さ

通関・検疫等の手続きの容易さ

港湾で発生するコスト

寄港頻度の多さ

航路数の多さ

港での荷役時間

その他

交通渋滞の少なさ、ネットワークの整備水準の高さ

港の稼動時間帯

貨物の追跡のしやすさ

港湾の使い分けに際して重視する点（５つまで） ［回答：169社、N＝479］

 

図５－９ 港湾の使い分けに重視する点（荷主企業） 
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 同一の貨物に対する海上輸送と航空輸送を使い分けている企業が多く、今後も

海上輸送と航空輸送を使い分けたいというニーズが高い。航空輸送を行うケー

スとしては、「トラブル・クレーム対応時に限定して航空輸送を行う」ケース

が も高くなっている。 

 

海上輸送しか
考えられない

25.1%

無回答
47.6%

航空輸送しか
考えられない

4.2%

海上輸送と航
空輸送を使い
分けている

23.0%

同一の貨物に対する海上輸送・航空輸送の使い分け
［N＝382］

今後も海上輸

送しか考えら

れない

22.5%

無回答

49.5%

今後も航空輸

送しか考えら

れない

4.5%

今後、

海上輸送と航

空輸送を使い

分ける機会が

増えると思う

23.6%

今後の同一貨物に対する海上輸送・航空輸送の
使い分け[N=382]

 

図５－１０ 同一の貨物に対する空港・港湾の使い分け（荷主企業） 

 

 

0% 20% 40% 60%

トラブル・クレーム対応時に限定して航空輸送を行う

その他

通常から航空輸送を行うことを前提に物流スケジュールを立てている

特定の輸送先に限定して航空輸送を行う

高額貨物に限定して航空輸送を行う

荷傷みしやすい貨物に限定して航空輸送を行う

温度管理が厳密な貨物に限定して航空輸送を行う

季節商品に限定して航空輸送を行う

航空輸送を行うケース（３つまで） ［回答：159社、N＝200］

 

図５－１１ 航空輸送を行うケース（荷主企業） 
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キ. 近畿の産業立地促進及び大阪湾ベイエリアの国際競争力向上に向けた課題と

方策について 

 ベイエリアを核とした近畿地域の産業競争力を高める上で重要な課題とし

て、「物流コストの削減」「産業誘致のためのインセンティブ強化」「物流時間

の短縮・削減」「通勤利便性の向上」「新たな産業用地の創出」が主なものとし

て挙げられている。 

 ベイエリアを核とした近畿地域の産業競争力を高める上で重要なインフラと

して、「高規格の道路ネットワーク」「一般道路・臨港道路の充実」「公共交通

機関の充実」「港湾機能の強化」「国際空港の機能強化」が主なものとして挙げ

られている。 

0% 20% 40% 60%

物流コストの削減

産業誘致のためのインセンティブ強化

物流時間の短縮・削減

通勤利便性の向上

新たな産業用地の創出

人材の育成・確保

土地の流動化と秩序ある土地利用の誘導

低炭素社会に貢献する新しい産業モデルの創出

広域的な防災機能の強化

その他

規制緩和

ベイエリアを核とした近畿地域の産業競争力を高める上で重要な課題（３つまで）
［回答：361社、N＝853］

 
図５－１２ ベイエリアを核とした近畿地域の産業競争力向上の課題（荷主企業） 

 

0% 20% 40% 60%

高規格の道路ネットワーク

一般道路・臨港道路の充実

公共交通機関の充実

港湾機能の強化

国際空港の機能強化

環境・エネルギー供給

物流施設の充実

大規模産業用地の整備

廃棄物処理

大学・試験研究機関の充実

防災インフラ

その他

ソフトインフラ（法規制、条例等）

ベイエリアを核とした近畿地域の産業競争力を高める上で重要なインフラ（３つまで）
［回答：343社、N＝816］

 
図５－１３ ベイエリアを核とした近畿地域の産業競争力を高めるインフラ（荷主企業） 
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 ベイエリアを核とした近畿地域の国際物流の競争力を強化していく上で重要

な課題として、「関西空港の深夜便の充実」「大阪湾の諸港が一体となった効

率的な港湾経営」「背後圏との道路ネットワークの充実」「高規格コンテナタ

ーミナルの整備」「阪神港と関西空港とを結ぶ高規格道路の整備」が主なもの

として挙げられている。 

 

0% 20% 40% 60%

関西空港の深夜便の充実

大阪湾の諸港が一体となった効率的な港湾経営

背後圏との道路ネットワークの充実

高規格コンテナターミナルの整備

阪神港と関西空港とを結ぶ高規格道路の整備

臨海部物流拠点の形成

海運・鉄道を活用した環境物流システムの構築

コンテナターミナルの夜間早朝利用の推進

輸送の一貫性を高めたシームレス物流の実施

舞鶴港等、日本海側諸港の活用

その他

瀬戸内海諸港との内航ネットワークの充実

ベイエリアを核とした近畿地域の国際物流の競争力を強化していく上で重要な課題（３つまで）
［回答：１７８社、N＝３７７］

 

図５－１４ ベイエリアを核とした近畿地域の国際物流の競争力強化の課題（荷主企業） 
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③ 物流業者アンケートの結果概要 

ア. 回答企業の属性について 

 回答企業の資本金は、「５千万円超～１億円以下」「10 億円超」「１億円超～３

億円以下」の割合が多く、それぞれ２割を超えている。 

 回答企業の業種は、「港湾運送」が も多く、次いで「倉庫」「利用運送（トラ

ック運送）」「利用運送（海上運送）」が多くなっている。 

 主力物流拠点の所在地は、「大阪市地域」が も多く、次いで「神戸市地域」

が多くなっている。 

資本金[N=77]

無回答

1.3%

10億円超

26.0%

1億円超～3億円

以下

20.8%

1千万円以下

2.6%

3千万円超～5千

万円以下
6.5%

5千万円超～1億

円以下

27.3%

1千万円超～3千

万円以下

6.5%

3億円超～10億円

以下

9.1%

 

図５－１５ 資本金（物流業者） 

 

業種（あてはまるもの全て）［回答：76社・N=243］

トラック運
送

海上運送 港湾運送 航空運送
利用運送

（トラック
運送）

利用運送
（海上運

送）

利用運送
（航空運

送）
倉庫 その他 合計

25 18 48 5 38 36 22 42 9 243

32.9% 23.7% 63.2% 6.6% 50.0% 47.4% 28.9% 55.3% 11.8%
合計

  
主力物流拠点の所在地（あてはまるもの全て）[回答：75社・N=141]

0%

5%

10%

15%

20%

兵

庫

県

西

部

（
播

磨

地

域

）

神

戸

市

地

域

兵

庫

県

東

部

（
阪

神

地

域

）

大

阪

市

地

域

大

阪

府

堺

泉

北

地

域

大

阪

府

泉

南

地

域

和

歌

山

県

北

部

そ

の

他

 

図５－１６ 業種及び主力拠点の所在地（物流業者） 
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イ. 拠点立地について 

 物流拠点の立地に際して、「港湾を利用できる」「輸出入の利便性」「市場への

近接性」について５割以上の企業が重視している。次いで「関連企業への近接

性」「高速道路を利用できる」「用地面積の確保が容易」「地価」が重視されて

いる。 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

港湾を利用できる

輸出入の利便性

市場への近接性

関連企業への近接性

高速道路を利用できる

用地面積の確保が容易

地価

周辺環境からの制約が少ない

従業員の通勤の便

空港を利用できる

労働力の確保

他企業との共同立地

本社への近接性

自治体等の助成・協力

情報の集約性

都市基盤の整備（電力・工業用水等）

賃金水準

工場団地

鉄道を利用できる

その他

大学や研究機関が近い

物流拠点の立地を考える際に重視する点（5つまで） ［回答：76社・N＝309］

 

図５－１７ 拠点立地に重視する点（物流業者） 

 

ウ. 大阪湾ベイエリアでの事業所開設 

 回答企業の２５％が物流拠点を開設（新設および他地域からの移転）すること

に関心を持っており、２２．４％が大阪湾ベイエリアでの操業に関心を持って

いる。 

 実際に大阪湾ベイエリアでの開設の可能性を示唆している企業は１３．１％

（10 社）。開設が考えられる地域として、全ての企業が「大阪市地域」を挙げて

いる。 
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域
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県
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部

分
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ら

な

い

大阪湾ベイエリア内の開設が考えられる地域（３つまで）

[回答：22社・Ｎ＝38]

 
図５－１８ 大阪湾ベイエリア内の開設が考えられる地域（物流業者） 

 

表 ５－１２ 開設が考えられる地域別・業種（物流業者） 

開設が考えられる地域別／業種　（３つまで）
※開設可能性を示唆していない企業も含む
※複数社の回答が集まった地域／業種に網掛け

トラック運
送

海上運送 港湾運送 航空運送
利用運送

（トラック
運送）

利用運送
（海上運

送）

利用運送
（航空運

送）
倉庫

1 0 3 0 2 1 0 2

33.3% 0.0% 100.0% 0.0% 66.7% 33.3% 0.0% 66.7%

3 2 11 0 6 8 5 7

23.1% 15.4% 84.6% 0.0% 46.2% 61.5% 38.5% 53.8%

2 1 1 1 2 4 4 4

40.0% 20.0% 20.0% 20.0% 40.0% 80.0% 80.0% 80.0%

8 8 12 3 7 13 5 12

36.4% 36.4% 54.5% 13.6% 31.8% 59.1% 22.7% 54.5%

2 1 4 0 3 4 1 2

40.0% 20.0% 80.0% 0.0% 60.0% 80.0% 20.0% 40.0%

0 2 2 2 1 4 3 1

0.0% 33.3% 33.3% 33.3% 16.7% 66.7% 50.0% 16.7%

0 0 0 0 0 0 0 0

神戸市地域

兵庫県西部
（阪神地域）

大阪市地域

大阪府堺泉北
地域

大阪府泉南地
域

和歌山県北部

兵庫県西部
播磨地域

兵庫県東部
阪神地域
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エ. ベイエリアの魅力について 

 ベイエリアの魅力については、「輸出入の利便性」「港湾の利便性」「高速道路

の利便性」「市場への近接性」「関連企業への近接性」は比較的評価されている

が、その他の魅力はほとんど認知されていない。 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市場への近接性

関連企業への近接性

本社への近接性

労働力の確保

自治体等の助成・協力

用地面積の確保が容易

地価

賃金水準

輸出入の利便性

情報の集約性

都市基盤の整備（電力・工業用水等）

大学や研究機関の近さ

周辺環境からの制約の少なさ

工場団地がある

従業員の通勤の便

他企業との共同立地

港湾の利便性

空港の利便性

高速道路の利便性

鉄道の利便性

その他

満足 やや満足 どちらともいえない やや不満 不満 無回答

ベイエリアの魅力について ［N＝76］

 

図５－１９ 拠点立地に重視する点（物流業者） 

 



 78

オ. 有用な立地支援策について 

 事業所開設に際して有用と思われる支援策について、６割強の企業が「助成金

や固定資産税の税制面での優遇措置の充実」を挙げ、 も高くなっている。次

いで、「土地利用等に関する規制の緩和」「インフラの整備」を挙げる企業の割

合が高くなっている。 

 

事業所開設に有用と思われる支援策（３つまで） ［回答：66社・N=154］

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

助成金や固定資産税の税制面での優遇措置の充実

土地利用等に関する規制の緩和

インフラの整備

融資制度等の資金面での優遇措置の充実

ワンストップサービスの充実

地元企業等に関する情報提供

工場敷地内緑地確保の柔軟化

市場に関する情報提供

特にない

アフターフォローの充実

人材紹介や人材情報の提供

その他

大学等研究機関に関する情報提供

港湾インフラの整備
・使用料の低減　・コンテナーヤードの整備　・CY及び周辺施設の充実　・トンネル等　・咲洲、夢洲内の整備　・渋滞の緩和
・水深の確保　・南港の渋滞　・岸壁の整備、再編

道路交通インフラの整備
・当社近接道路の拡充（拡幅進行中）　・JR踏切の改良（遮断時間が長い）　・使用料の低減　・特殊車両の通行に支障のないこと
・アクセス道路、橋、トンネル施設の充実　・高速道路　・大阪港から姫路への高速道路　・高速道路へのアクセス
・堺臨海部への進入道路の新設　・南海電車石津川駅への急行、特急の停車　・渋滞の解消

空港インフラの整備 ・連絡橋の無料化　・使用料の低減

その他 ・税関管轄等の規制緩和　・湾岸道路のようなルートの鉄道　・下水道整備

有用なインフラ整備の内容（自由記述）

 

図５－２０ 有用な立地支援策（物流業者） 
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カ. ベイエリアの課題について 

 大阪湾ベイエリアに事業所を開設する場合の課題として、「港湾の混雑」「道

路」「高速道路の利用料金」「用地」「助成申請、各種許認可等」「税関等の手続

き」「生活・通勤利便性」に関する課題が挙げられている。 

 

大阪湾ベイエリアに事業所を開設するとした場合に課題となる点（自由記述）

●港湾の混雑に関する課題
・港の混雑がひどい
・南港地区での慢性的なコンテナ貨物等の渋滞
・南港CYの待機車輌の混雑さが目立つ
・南港地区のコンテナ滞留による交通渋滞の解消
・トラック・トレーラーの待機場所
・南港内のCYでのコンテナ扱いの不備で道路上での待機時間が長く渋滞し、コンテナ回送の回転が悪い
・大阪南港地区の海上コンテナの混雑が酷く、合理的な業務が行えない
・取り扱いコンテナ数に応じた港湾施設の整備を望む

●道路に関する課題
・阪神高速神戸線、第二神明等の渋滞
・石津西町交差点付近の交通渋滞が激しい
・堺臨海部への進入道路を新設して欲しい
・渋滞と道路幅の狭隘さ
・５号湾岸線住吉浜出口がいつも渋滞している
・全般的に道路交通に関し、整備されていない

●高速道路の利用料金に関する課題
・高速道路の通行料が高い。（割引等の効果が限定的）
・営業用車両の高速代が高い
・通行料が高い

●用地に関する課題
・建ぺい率、容積率が厳しい
・土地が狭い

●助成申請、各種許認可等に関する課題
・助成を受ける際の審査基準が厳しい、費用・資金が投資効果に見合わない
・使用料、進出企業が雇用を創出していることへの配慮　
・資金面、立地条件、港湾運送事業許可等
・危険品の取扱いがあり、倉庫の新設が難しいこと
・危険物倉庫の営業で消防法及び毒劇物の取扱いが課題
・環境への課題（排ガスｅｔｃ）

●税関等の手続きに関する課題
・大阪と神戸の行政の港湾事務の一元化、税関業務の一元化
・神戸税関、大阪税関と官署が違い、神戸地区から関空税関にクロス申告が出来ない
・各港にて通関業を取得する必要があり、利便性が悪い
・航空貨物の申告税関が限定される

●生活・通勤利便性に関する課題
・公共交通機関が少ない
・ポートライナー、六甲ライナー、ニュートラムの料金が高く、定期の割引率も私鉄、JRと比較すると小さい
・店等（小売店）が非常に少ない  
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キ. 物流について 

 国内物流について、「その他」「金属製品」を扱っている企業が多く、ともに３

割を超えている。次いで、「その他化学製品」「衣類」「その他食料品」を扱う

企業が多くなっている。 

 国内物流の輸送形態は、「トラック」による輸送を行っている企業が も多

く、約５割を占めている。 

 

国内物流の品目（あてはまるもの全て） ［回答：60社・N=181］

0% 10% 20% 30% 40% 50%

その他

金属製品

その他化学製品

衣類

その他食料品

織物

半導体等電子部品

その他機械機器

医薬品

その他金属・同製品

事務用機器、コンピュータ

電子計測機器

映像機器、テレビ、ＶＴＲ

その他繊維・同製品

果実・野菜

その他非金属鉱物製品

音響機器、ラジオ、テープレコーダ

魚介類

真珠・貴金属

陶磁器

科学光学機器、カメラ、時計

 

国内物流の主な輸送形態[回答：N=78]

無回答
34.6%

その他
1.3%

鉄道
1.3%

宅配便
1.3%

航空貨物
3.8%

内航海運
9.0%

トラック
48.7%

 

図５－２１ 国内物流の主な品目及び輸送形態（物流業者） 
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 国際物流について、輸出の取扱品目は「その他機械機器」を扱う企業が多く、

約３割を占めている。 

 輸入の取扱品目は「その他」「衣類」「その他化学製品」「その他機械機器」を

扱う企業が多く、約３割を占めている。 

 国際物流の輸送形態は、輸出・輸入ともに「海上コンテナ輸送」を中心とする

海上輸送を利用する企業が多く、約５割となっている。一方で、「国際航空貨

物輸送」を利用する企業は約１割となっている。 

 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

その他機械機器

その他

その他化学製品

金属製品

半導体等電子部品

織物

衣類

その他食料品

その他金属・同製品

その他非金属鉱物製品

事務用機器、コンピュータ

その他繊維・同製品

映像機器、テレビ、ＶＴＲ

電子計測機器

医薬品

魚介類

音響機器、ラジオ、テープレコーダ

科学光学機器、カメラ、時計

果実・野菜

真珠・貴金属

陶磁器

輸出の品目（あてはまるもの全て） ［回答：47社・N=47］

輸出の主な輸送形態[回答：N=78]

無回答
42.3%

その他
1.3%

一般の国際航
空貨物輸送

9.0%

海上コンテナ
混載輸送

3.8%

国際航空宅配
便

1.3%

上記以外の海
上輸送
7.7%

海上コンテナ
輸送
34.6%

 

図５－２２ 輸出の主な品目及び輸送形態（物流業者） 
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0% 10% 20% 30% 40%

その他

衣類

その他化学製品

その他機械機器

金属製品

半導体等電子部品

その他食料品

織物

その他繊維・同製品

その他金属・同製品

その他非金属鉱物製品

事務用機器、コンピュータ

映像機器、テレビ、ＶＴＲ

電子計測機器

果実・野菜

医薬品

陶磁器

音響機器、ラジオ、テープレコーダ

魚介類

真珠・貴金属

科学光学機器、カメラ、時計

輸入の品目（あてはまるもの全て） ［回答：54社・N=177］

 
 

輸入の主な輸送形態[回答：N=78]

海上コンテナ
輸送
37.2%

海上コンテナ
混載輸送

2.6%
上記以外の海

上輸送
6.4%

一般の国際航
空貨物輸送

9.0%

無回答
42.3%

その他
1.3%

国際航空宅配
便

1.3%

 

図５－２３ 輸入の主な品目及び輸送形態（物流業者） 
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ク. 近畿の産業立地促進及び大阪湾ベイエリアの国際競争力向上に向けた課題と

方策について 

 ベイエリアを核とした近畿地域の産業競争力を高める上で特に重要な課題と

して、「物流コストの削減」「物流時間の短縮・削減」「産業誘致のためのイン

センティブ強化」が挙げられている。 

 ベイエリアを核とした近畿地域の産業競争力を高める上で、特に重要なインフ

ラとして 「港湾機能の強化」が挙げられ、次いで「一般道路・臨港道路の充

実」が挙げられている。 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

物流コストの削減

物流時間の短縮・削減

産業誘致のためのインセンティブ強化

土地の流動化と秩序ある土地利用の誘導

新たな産業用地の創出

通勤利便性の向上

人材の育成・確保

低炭素社会に貢献する新しい産業モデルの創出

規制緩和

広域的な防災機能の強化

その他

ベイエリアを核とした近畿地域の産業競争力を高める上で重要な課題（３つまで）
［回答：73社、N＝183］

 

図５－２４ ベイエリアを核とした近畿地域の産業競争力向上の課題（物流業者） 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

港湾機能の強化

一般道路・臨港道路の充実

高規格の道路ネットワーク

物流施設の充実

公共交通機関の充実

国際空港の機能強化

大規模産業用地の整備

防災インフラ

大学・試験研究機関の充実

廃棄物処理

ソフトインフラ（法規制、条例等）

その他

環境・エネルギー供給

ベイエリアを核とした近畿地域の産業競争力を高める上で重要なインフラ（３つまで）
［回答：71社、N＝181］

 
図５－２５ ベイエリアを核とした近畿地域の産業競争力を高めるインフラ（物流業者） 
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 ベイエリアを核とした近畿地域の国際物流の競争力を強化していく上で重要

な課題として、「高規格コンテナターミナルの整備」「大阪湾の諸港が一体と

なった効率的な港湾経営」が主なものとして挙げられている。次いで、「背後

圏との道路ネットワークの充実」「コンテナターミナルの夜間早朝利用の推

進」「輸送の一貫性を高めたシームレス物流の実施」が挙げられている。 

 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

高規格コンテナターミナルの整備

大阪湾の諸港が一体となった効率的な港湾経営

背後圏との道路ネットワークの充実

コンテナターミナルの夜間早朝利用の推進

輸送の一貫性を高めたシームレス物流の実施

関西空港の深夜便の充実

臨海部物流拠点の形成

阪神港と関西空港とを結ぶ高規格道路の整備

海運・鉄道を活用した環境物流システムの構築

瀬戸内海諸港との内航ネットワークの充実

その他

舞鶴港等、日本海側諸港の活用

ベイエリアを核とした近畿地域の国際物流の競争力を強化していく上で重要な課題（３つまで）
［回答：69社、N＝163］

 

図５－２６ ベイエリアを核とした近畿地域の国際物流の競争力強化の課題（物流業者） 

 




